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行
政
報
告

▼
農
作
物
の
生
育
状
況
等

　

主
な
作
物
の
６
月
１
日
現

在
の
生
育
状
況
は
、
て
ん
菜

は
３
日
早
く
活
着
の
良
否
で

「
並
」、
大
豆
は
播
種
作
業
に

つ
い
て
は
順
調
に
進
ん
で
い

た
が
、
出
芽
の
良
否
で
「
や

や
不
良
」、
牧
草
は
少
雨
に

よ
り
生
育
は
緩
慢
で
「
や
や

不
良
」、
秋
ま
き
小
麦
は
高

温
に
よ
り
生
育
が
早
ま
っ
て

お
り
、
８
日
早
い
「
や
や
良
」

と
な
っ
て
い
る
。

条
例
改
正

▼ 

町
税
条
例
等
の
一
部
改

正　

　

10
月
１
日
か
ら
自
動
車
取

得
税
が
廃
止
さ
れ
、「
環
境

性
能
割
」
が
導
入
さ
れ
る
こ

と
に
よ
る
改
正
。　

　

２
０
１
９
年
10
月
1
日
か

ら
２
０
２
０
年
9
月
30
日
ま

で
の
間
に
自
家
用
の
乗
用
車

（
登
録
車
・
軽
自
動
車
）
を

購
入
す
る
場
合
、
環
境
性
能

▼ 

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等

に
関
す
る
条
例
の
一
部

改
正

　

災
害
援
護
資
金
の
貸
付
利

率
を
無
利
子
と
し
、
保
証
人

の
規
定
を
加
え
、
償
還
方
法

に
つ
い
て
新
た
に
月
賦
償
還

を
加
え
る
改
正
。

　
　
　
【
全
員
賛
成
で
可
決
】

▼ 

介
護
保
険
条
例
の
一
部

改
正

　

65
歳
以
上
の
低
所
得
者
（
住

民
税
非
課
税
世
帯
）
の
保
険

料
軽
減
強
化
に
よ
る
保
険
料

率
の
改
正
。

　
　
　
【
全
員
賛
成
で
可
決
】

補
正
予
算

▼ 

令
和
元
年
度
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
３
号
）

　

９
５
７
５
万
４
０
０
０
円

を
追
加
し
、
予
算
総
額
を
１

０
１
億
５
６
３
万
７
０
０
０

円
と
す
る
。

　

人
事
異
動
に
よ
る
人
件
費

の
減
額
の
ほ
か
、
主
な
増
額

補
正
は
、
会
議
録
反
訳
業
務

委
託
料
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・

健
康
相
談
等
業
務
委
託
料
、

ふ
る
さ
と
ワ
ー
キ
ン
グ
ホ
リ

デ
ー
推
進
事
業
費
、
多
面
的

機
能
支
払
事
業
補
助
金
、
プ

レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
費
、

橋
梁
修
繕
詳
細
設
計
委
託
料
、

消
防
団
員
大
型
自
動
車
免
許

取
得
業
務
委
託
料
な
ど
。　

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

６
月
10
日
報
告
分

割
の
税
率
1
％
分
が
軽
減
さ

れ
る
。　

　
　
　
【
全
員
賛
成
で
可
決
】

所得段階 対　象　者
平成30年度
保険料年額

令和元～2年度
保険料年額

第１段階
世帯全員
住民税
非課税

● 生活保護を受給してい
る方

● 老齢福祉年金を受給し
ている方

● 本人の前年の課税年金
収入額と合計所得金額
の合計が80万円以下の
方

30,240円 25,200円

第２段階
● 本人の課税年金収入額
と合計所得金額の合計
が120万円以下の方

50,400円 42,000円

第３段階 ● 第1段階および第2段階
以外の方 50,400円 48,720円

第4～第9段階に変更はありません。

介護保険条例の一部改正（平成31年４月１日から適用）

※ 課税年金収入額とは、国民年金・厚生年金・共済年金等課税対象となる種類の
年金収入額のこと。障害年金、遺族年金、老齢福祉年金は含まれない。

▼ 
令
和
元
年
度
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
補
正
予

算
（
第
１
号
）

　

４
９
４
万
５
０
０
０
円
を

減
額
し
、
予
算
総
額
を
13
億

６
３
０
５
万
５
０
０
０
円
と

す
る
。

▼ 

令
和
元
年
度
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
特
別
会
計

補
正
予
算
（
第
１
号
）

　

22
万
1
０
０
０
円
を
減
額

し
、
予
算
総
額
を
１
億
７
５

０
７
万
９
０
０
０
円
と
す
る
。

　

内
容
は
、
人
事
異
動
に
よ

る
人
件
費
の
減
額
。

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

▼ 

令
和
元
年
度
介
護
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

１
号
）

　

63
万
円
を
減
額
し
、
予
算

総
額
を
11
億
２
６
４
７
万
円

と
す
る
。

　

内
容
は
、
人
事
異
動
に
よ

る
人
件
費
の
減
額
、
事
務
処

理
電
算
シ
ス
テ
ム
改
修
委
託

料
と
臨
時
介
護
支
援
専
門
員

賃
金
の
追
加
。

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

▼ 

令
和
元
年
度
水
道
事
業

会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）

　

収
益
的
収
支
に
つ
い
て
、

支
出
の
既
決
額
か
ら
５
３
６

万
２
０
０
０
円
を
減
額
し
、

水
道
事
業
費
用
総
額
を
２
億

７
６
２
３
万
８
０
０
０
円
と

す
る
。

　

内
容
は
、
人
事
異
動
に
よ

る
人
件
費
の
減
額
。

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

▼ 

令
和
元
年
度
下
水
道
事

業
会
計
補
正
予
算
（
第

１
号
）

　

収
益
的
収
支
に
つ
い
て
、

収
入
の
既
決
額
に
12
万
円
を

追
加
し
、
下
水
道
事
業
収
益

総
額
を
３
億
３
８
７
２
万
円
、

支
出
の
既
決
額
に
51
万
２
０

０
０
円
を
追
加
し
、
下
水
道

事
業
費
用
総
額
を
３
億
１
１

９
１
万
２
０
０
０
円
と
す
る
。

　

内
容
は
、
人
事
異
動
に
よ

る
人
件
費
の
追
加
、
一
般
会

計
補
助
金
の
追
加
。

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

　

内
容
は
、
人
事
異
動
に
よ

る
人
件
費
の
減
額
、
保
険
税

減
免
期
間
の
見
直
し
に
よ
る

電
算
シ
ス
テ
ム
改
修
委
託
料

の
追
加
。　
　
　

【
全
員
賛
成
で
可
決
】
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▼ 

清
水
町
過
疎
地
域
自
立

促
進
市
町
村
計
画
の
変

更
▼ 

北
海
道
市
町
村
総
合
事

務
組
合
規
約
の
変
更

▼ 

北
海
道
町
村
議
会
議
員

公
務
災
害
補
償
等
組
合

規
約
の
変
更

▼ 

北
海
道
市
町
村
職
員
退

職
手
当
組
合
規
約
の
変

更

　
【
す
べ
て
全
員
賛
成
で
可
決
】

そ
の
他
の
議
案

▼ 

工
事
請
負
契
約
の
締
結

（
２
件
）

【
工
事
名
】
文
化
セ
ン
タ
ー

大
規
模
改
修
工
事
（
建
築
主

体
）【
契
約
金
額
】
1
億
７

８
２
０
万
円
【
契
約
の
相
手

方
】
田
村
・
ナ
リ
タ
ッ
ク
特

定
建
設
工
事
共
同
企
業
体

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

【
工
事
名
】
文
化
セ
ン
タ
ー

大
規
模
改
修
工
事
（
機
械
設

備
）【
契
約
金
額
】
６
８
２

０
万
円
【
契
約
の
相
手
方
】

三
洋
・
川
端
特
定
建
設
工
事

共
同
企
業
体

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

▼
物
品
の
取
得

【
物
品
名
】
中
型
バ
ス
（
ス

ク
ー
ル
バ
ス
）【
契
約
金
額
】

２
１
１
０
万
円
【
契
約
の
相

手
方
】
東
北
海
道
い
す
ゞ
自

動
車
株
式
会
社
帯
広
支
店

【
全
員
賛
成
で
可
決
】

件 　　　名 提　出　者 紹介議員 審査
委員会

 委員会
結果

本会議での
採択と措置

2020年度地方財政の充実・強化を求め
る意見書に関する請願

日本労働組合総連合会
北海道連合会清水地区
連合会　会長　堀　剛

川上　均 総務産業 採　択 採　択
意見書を提出

2019年度北海道最低賃金改正等に関す
る意見書の請願

日本労働組合総連合会
北海道連合会清水地区
連合会　会長　堀　剛

川上　均 総務産業 採　択 採　択
意見書を提出

「子どもの貧困」解消など教育予算確保・
拡充と就学保障、義務教育費国庫負担制
度堅持・負担率２分の１への復元、教職
員の超勤・多忙化解消・「30人以下学級」
の実現に向けた意見書に関する請願

日本労働組合総連合会
北海道連合会清水地区
連合会　会長　堀　剛

川上　均 厚生文教 採　択 採　択
意見書を提出

日米貿易協定交渉から日本の農業・農村
を守る請願

清水町農民連盟
執行委員長　馬場一彦 深沼達生 総務産業 採　択 採　択

意見書を提出

請願みなさんからの
６月定例会前に受理した請願は４件でした。
常任委員会に審査を付託した結果、次のとおり決定となりました。

はこうなりました

意 

見 

書

▼
２
０
２
０
年
度
地
方
財
政

の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意

見
書

▼
２
０
１
９
年
度
北
海
道
最

低
賃
金
改
正
等
に
関
す
る
意

見
書

▼
「
子
ど
も
の
貧
困
」
解
消

な
ど
教
育
予
算
確
保
・
拡
充

と
就
学
保
障
、
義
務
教
育
費

国
庫
負
担
制
度
堅
持
・
負
担

率
2
分
の
1
へ
の
復
元
、
教

職
員
の
超
勤
・
多
忙
化
解
消
・

「
30
人
以
下
学
級
」
の
実
現

に
向
け
た
意
見
書

▼
日
米
貿
易
協
定
か
ら
日
本

の
農
業
・
農
村
を
守
る
要
望

意
見
書

▼
過
疎
地
域
に
お
け
る
北
海

道
立
高
等
学
校
の
全
日
制
総

合
学
科
に
30
人
学
級
の
導
入

を
求
め
る
意
見
書
（
２
㌻
に

記
載
）

【
全
て
全
員
賛
成
で
可
決
、

関
係
機
関
に
送
付
済
】

改修工事中の文化センター（7月24日撮影）


